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１．研究計画の概要 
 本研究は、コミュニティ・スクールの世界
的動向についての比較研究であり、その日本
への紹介、コミュニティ・スクールについて
の評価調査や諸研究を導入することを目的
としている。研究の方法・計画としては以下
の３つ。 
 (1)イングランドの拡張学校・拡張サービス
を中心に、スコットランド、米国、東欧、韓
国といった、学校と連携したコミュニティ・
サービスが発展している国や地域を訪れて、
資料の収集および質的調査をおこなう。 
 (2)英語圏におけるコミュニティ・スクール
についての諸研究の動向や評価調査の手法
について収集・蓄積する。 
 (3)世界的な動向に近いとおもわれる貧困
削減や移民統合にかかわる日本国内のコミ
ュニティ・スクールの実態をあきらかにする。 
 
２．研究の進捗状況 
ここまでの３年間では海外については計

５カ国で６回の訪問調査をおこなった。まず
イングランドとスコットランドでのケース
スタディをおこなった。このケーススタディ
については、イングランドではひとつの中等
学校、スコットランドではひとつの統合コミ
ュニティ・スクールに、それぞれ５日間滞在
してインテンシヴなインタビューおよびコ
ミュニティ・サービスの活動の参与観察をお
こなった。さらにスタッフや活動に参加する
ひとびとへのインタビューをおこなった。 
また、チェコ、ボスニア・ヘルツェゴビナ、

韓国、スコットランド（上記と別地域）を訪
れ、短期間でエクステンシヴな聞き取り調査
をおこなった。これらの地域についてはそれ

ぞれ約 3日間ほどの滞在で、行政関係者、Ｎ
ＧＯスタッフ、学校関係者へとひろく聞き取
りをおこない、また、それぞれ 3校ほどの学
校を半日訪問した。ただし韓国については釜
山の１校を訪問しただけにとどまる。韓国の
コミュニティ・スクールは欧米の手法と似て
おり、貧困削減やコミュニティ開発に優れて
いることがわかっている。 
 こうした訪問調査にくわえて、キー・イン
フォーマントからの情報、ローカルな資料で
の事実確認などによって各国・各地域の実態
を明らかにしてきた。 
資料の収集については訪問国においてい

くつかの調査論文、著作、政策評価報告書、
ローカルな資料などを入手しているが、まだ
完了ではない。とくに米国での文献はもっと
も蓄積があり追跡をつづけている。 
 国内での調査では福岡県田川市、静岡県浜
松市の 2つの校区を拠点として年間 3－4 回の
訪問調査をおこなってきた。こちらは教員や
関係者への聞き取り、行事や通常の学校運営
日の観察などをおこなっている。 
  
３．現在までの達成度 
②おおむね順調に進展している。 
予定通り順調に１年に１カ国以上の訪問
が実現できており、調査の充実度や成果もほ
ぼ予定どおりである。ただ、昨年度は海外に
むけては短い調査期間しか確保できず、国内
の動向を明らかにすることに力をいれざる
をえなかった。また応募段階で計画になかっ
た韓国への調査だが、通訳の確保に苦慮し、
まだ十分なデータが獲得できていない。 
 
４．今後の研究の推進方策 
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最終年度は、もっともコミュニティ・スク
ールの運動が活発である米国の長期的な訪
問調査を予定している。また、韓国、英国へ
の追跡調査も日程の都合および（朝鮮語）通
訳のめどがつけばおこないたい。とくに韓国
のコミュニティ・スクールは着目に値するの
でぜひ実現したい。さらに、研究成果をまと
めて出版することを目指している。 
 
５. 代表的な研究成果 
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